
●健康経営の目指すべき姿
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●守りの健康経営①　～リスクマネジメント・労働災害の発生

出典：労働災害発生状況（厚生労働省）
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出典：独立行政法人労働政策研究・研修機構2018年報告「病気の治療と仕事の両立に関する実態調査（WEB患者調査）」
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～疾病を抱える労働者が職場に希望する配慮事項（複数回答可）～
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出典：独立行政法人労働政策研究・研修機構2018年報告「病気の治療と仕事の両立に関する実態調査（WEB患者調査）」

●守りの健康経営②　～治療と仕事の両立支援の現状と課題
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プレゼンティーズム：　欠勤には至っておらず勤務管理上
は表に出てこないが、健康問題が理由で、生産性が低
下している状態

アブセンティーズム：　心身の
不調を理由とする欠勤

出典：　東京大学政策ビジョン研究センター健康経営研究ユニット

　●出勤はしているが、心身の不調により健康リスクが８項目ある人は、業務効率が25.5％低下する（プレゼンティーイズム）
  ●“健康リスクが高くなれば生産性が低下し、労働損失が大きくなる”  今後はプレゼンティーズムのコストにも注意を払っていく必要がある 

≪プレゼンティーズムに影響がある主な疾患など≫
　・がん
　・糖尿病
　・精神疾患
　・片頭痛
　・睡眠時無呼吸症候群
　・アレルギー性鼻炎
　・月経随伴症状
　・腰痛、など

●攻めの健康経営①　～労働生産性の向上（アブセンティーイズムとプレゼンティーイズム）
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出典：『平成27年度健康寿命延伸産業創出推進事業実践支援調査報告書』（経済産業省・2016）　



●攻めの健康経営②　～従業員の活力向上（ワークエンゲージメント・従業員の定着）
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出典：『令和4年雇用動向調査結果の概要』（厚生労働省）　人出不足の下での働き方をめぐる課題について（厚生労働省）　

●ワーク・エンゲージメント

　・仕事から活力を得ていきいきとしている（活力）
　・仕事に誇りとやりがいを感じている（熱意）
　・仕事に熱心に取り組んでいる（没頭）

　　この3つが揃った状態

　●ワーク・エンゲージメントを高めるメリット

 　　・生産性の向上
 　　・離職率の低下
 　　・顧客満足度の向上
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熱意

没頭
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出典：経済産業省「健康経営の推進及び『健康経営銘柄2021』『健康経営優良法人2021』について」2020年

企業イメー
ジ向上

優秀な人材の
確保

業績アップ

企業イメージ向上による正のスパイラル（イメージ図）

●攻めの健康経営③　～社会的評価と企業イメージの向上
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●健康経営優良法人2023認定事業所の取組事例①
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　【株式会社 ミツウマ】
　　・事業所概要
　　　本社小樽市 ゴム工業用品・長靴製造業ほか 従業員90名 創業100年を超える老舗の企業
　　・健康経営の取組み
　　　健康事業所宣言は2017年8月　健康経営優良法人（中小規模）2021、健康経営優良法人（ブライト500）2022・2023連続認定　

2019 2020 2021
特定健診受診率

（生活習慣病予防健診及び事業者健診） 96.6％ 92.2％ 97.0％
特定保健指導実施率（初回） 66.7％ 76.9％ 75.0％

●健康経営に取り組んだ経緯
　取引のある生保会社から健康経営サポートの誘いがあり、喫煙者の減少を自社の課題と認識していたところでもあったので、
　これを機に健康経営に取り組むこととした。取り組みに際しては認定取得だけを目的にすると長続きしないので、“常に社員の
　ことを考えて取り組むこと“ を前提に取り組みを開始した。
●自社の健康経営の特色
　労働安全衛生等に関して従前から取り組みを強化しており、それに伴う規程・ルール等も整備され、歴史的な下地から社員
　の健康意識は高い。特に健診受診と特定保健指導の実施は健康経営にとって重要であり受診勧奨を継続強化している。
　また社内に医務室があり、産業医や看護師（隔日勤務）が来社、適宜健康相談可能な体制としている。
●健康経営に取り組んだ効果
　①社員の健康意識が向上、②超過勤務対策により長時間超勤者がほぼいなくなったこと、③ブライト認定で他方面から問い
　合わせが多数入り事業コラボのお誘いなど商売面で実効果がでてきたこと、など。
●今後の課題
  ①喫煙者の大幅な減少、②“ブライト500認定”の社内・社外に対するさらなるアピール・発信強化、③社員の健康意識の
　さらなる向上、など。



●健康経営優良法人2023認定事業所の取組事例②
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【橋本電気工事 株式会社】
　・事業所概要
　　本社札幌市東区　電気工事・通信工事業ほか 従業員43名
　・健康経営の取組み
　　健康事業所宣言は2019年9月　⇒  健康経営優良法人（中小規模）2021、2022、2023 連続認定　

2019 2020 2021
特定健診受診率

（生活習慣病予防健診及び事業者健診） 100％ 97.0％ 100％
特定保健指導実施率（初回） 75.0％ 28.6％ 66.7％

●健康経営に取り組んだ経緯
　取引のある生保会社から健康経営サポートの誘いがあり、健康経営の必要性を理解し、代表者のトップダウンで取り組みを
　開始した。当時、社内で大病を患う社員が連続したこと、人材採用面で企業イメージアップを図りたい狙いもあった。
●自社の健康経営の特色
　労働安全衛生面に関しては従前から取り組みを強化しており、認定項目に対してほぼすべて取組済であり、回答に困ること
　はなかった。健診受診と特定保健指導の実施は健康経営にとって重要であり受診勧奨を継続強化しており、健診は生活習
　慣病予防健診を会社負担でその他オプション検査も2項目まで会社負担として実施している。
●健康経営に取り組んだ効果
　①特保受診率・再検査受診率などが向上、②HP等への周知によって人材採用面で効果、③健診と特保受診は徹底して
　伝えてきたことで “受診しなければならない” という意識が社員に定着、など。
●今後の課題
  ①社内における理解・認知度が不十分（経営者と社員間の意識差）、②社外のステークホルダーに対するアピール・発信
　強化、③課題を克服した後の“ブライト500”認定取得、など。


